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広島県ソフトテニス連盟規約 

 

第１章 総則 

 

第１条 この連盟は、広島県ソフトテニス連盟という。 

 

第２条 この連盟は、事務所を会長の指定する場所に置く。 

 

第３条 この連盟は、県内の加盟団体で組織する。 

 

第２章 目的及び事業 

 

第４条 この連盟は、広島県におけるソフトテニス界を統括し、ソフトテニスの普及・振興

を図り、併せて心身を鍛錬して体位向上とスポーツ精神を養うことを目的とする。 

 

第５条 この連盟は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 ⑴ ソフトテニスに関する調査・研究 

 ⑵ ソフトテニスに関する講習会等の開催 

 ⑶ 広島県ソフトテニス選手権大会及びその他競技会の開催、並びに各種大会の主管又は

後援 

 ⑷ ソフトテニスの技術等級制度の実施及び認定申請 

 ⑸ ソフトテニスの審判員及び指導員の認定申請 

 ⑹ 公益財団法人日本ソフトテニス連盟・西日本ソフトテニス連盟・中国地区ソフトテニ

ス連盟及び公益財団法人広島県スポーツ協会への加盟 

 ⑺ 各競技団体との連携協調 

 ⑻ その他この連盟の目的を達成するために必要な事項 

 

第３章 加盟団体及び会員登録 

 

第６条 この連盟は、次のものを加盟団体とする。 

 ⑴ 広島県内の各市、各郡又は各町を代表するソフトテニス連盟 

 ⑵ 日本レディースソフトテニス連盟広島県支部 

 ⑶ 広島県学生ソフトテニス連盟 

 ⑷ 広島県高等学校体育連盟ソフトテニス部 

 ⑸ 広島県中学校体育連盟ソフトテニス部 

 ⑹ 広島県小学生ソフトテニス連盟 

 

第７条 この連盟の加盟団体は、別紙１に定める加盟金と会員登録名簿を添付し、会員登録

料を納入するものとする。 

 

第８条 選手は、広島県内の各市、各郡又は各町ソフトテニス連盟に会員登録しなければな

らない。 
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第４章 協賛会員 

 

第９条 この連盟の目的に賛同する個人又は法人は、協賛会員となることができる。 

２ 協賛会員は、この連盟の事業の遂行を支援するため、協賛会費を納入するものとする。 

 

第５章 役員 

 

第１０条 この連盟は、次の役員を置く。 

 ⑴ 会長 1 名 

⑵ 副会長 若干名 

⑶ 理事長 １名 

⑷ 副理事長 ７名以内（事務局長を含む。） 

⑸ 常務理事 若干名 

⑹ 理事 若干名 

⑺ 監事 ２名 

⑻ 名誉顧問 若干名 

⑼ 顧問 若干名 

⑽ 参与 若干名 

 

第１１条 会長、副会長及び監事は、理事会において推挙する。 

２ 理事は、互選により理事長、副理事長及び常務理事を選任し、会長が委嘱する。 

 

第１２条 会長は、この連盟の業務を総理し、この連盟を代表する。 

 

第１３条 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、会長が指名した副会長がそ

の職務を代行する。 

２ 監事は、この連盟の会計を監査する。 

 

第１４条 理事は、別紙２に定めるところにより、加盟団体が候補者を推薦し、理事会にお

いて選任する。また、必要と認める者（学識経験者）を会長が委嘱することができる。 

２ 理事は、この連盟の予算、決算及び事業計画等重要事項を議決する。 

 

第１５条 常務理事は、別紙２に定めるところにより選出し、この連盟の業務を議決して執

行する。 

 

第１６条 理事長は、常務理事会の議決に基づいて、この連盟の業務を処理する。 

 

第１７条 副理事長は、理事長を補佐し業務を執行する。 

 

第１８条 名誉顧問、顧問、参与は、理事会の推薦した者を会長が委嘱する。 

 

第１９条 顧問、参与は、会長の諮問に応ずる。 

 

第２０条 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
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２ 補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了後でも後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならない。 

 

第２１条 役員は、心身の障害により職務の遂行に堪えなくなった者、または役員にふさわ

しくない行為があると認められたときは、理事会の議決により、役員を解任することがで

きる。 

 

第２２条 役員が理事会などに出席する場合、報酬又は旅費を支給することができる。 

２ 報酬又は旅費は理事会の議決を経て会長が定める。 

 

第６章 会議 

 

第２３条 会議は、理事会及び常務理事会とする。 

２ 理事会は、毎年１回会長が招集する。但し、役員の３分の１以上の要求がある場合は、

臨時に招集することができる。 

 

第２４条 理事会は、次の事項を審議する。 

 ⑴ 事業計画及び収支予算の承認 

 ⑵ 事業報告及び収支決算の承認 

 ⑶ 役員の選任 

 ⑷ 規約改正 

 ⑸ その他承認を必要とする事項 

 

第２５条 常務理事会は、必要なとき会長又は理事長が招集し、この連盟の事業及び理事会

へ提出する議案、その他委任事項を審議する。 

 

第２６条 すべての会議は、出席役員数の過半数以上の同意により議決し、賛否同数のとき

は、議長が決する。 

 

第２７条 理事会の議長は会長とし、常務理事会の議長は理事長とする。 

 

第２８条 会議には、議事録を作成しなければならない。 

 

第７章 専門委員会 

 

第２９条 この連盟の業務遂行上必要があるときは、理事会の議決を経て専門委員会を設け

ることができる。 

２ 専門委員会の名称及び委員数、運営に関する規則は、理事会の議決を経て別に定める。     

３ 専門委員会の委員は、常務理事会の議決を経て適任者を委嘱するものとする。 

 

第８章 会計 

 

第３０条 この連盟の経費は、加盟金、会員登録料、補助金、寄付金、協賛金、役員会費、

参加料及びその他の収入で支弁する。 
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第３１条 加盟金及び会員登録料並びに役員会費の年額は、別紙１に定める金額とする。 

 

第３２条 会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

第３３条 毎年度の収支予算は、理事会に付議し、収支決算は年度終了後、監事の監査を経

て、理事会の承認を得るものとする。 

 

第３４条 年度における剰余金は、理事会の議決により、繰越金又は積立金とすることがで

きる。 

 

第３５条 必要に応じ、理事会の議決により特別会計を設けることができる。 

 

第９章 選手・役員派遣 

 

第３６条 この連盟は、選手強化又は選手、役員を本県等の代表として派遣する必要がある

ときは、常務理事会の議決を経て、経費の一部を負担することができる。 

 

第３７条 この規約に定めのない事項は、正・副理事長会議において定める。 

 

昭和２１年 ４月 １日制定 

昭和２８年 ３月１３日改正 

昭和５２年１２月３１日改正 

平成 ４年 ４月 １日改正 

平成 ８年 ７月２７日改正 

平成１０年 ３月１５日改正 

平成１１年 ３月 ７日改正 

附 則 

 この規約は、平成１１年４月１日から施行する。 

 

平成１６年３月６日改正 

附 則 

 この規約は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

平成２９年３月４日改正 

附 則 

 この規約は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

令和４年３月５日改正 

附 則 

 この規約は、令和４年４月１日から施行する。 
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別紙１（第７条及び第３１条関係） 

 

 

加盟金及び会員登録料並びに役員会費 

 

１ 加盟金 

 ⑴ 市   ２０，０００円 

 ⑵ 郡・町 １０，０００円 

 ⑶ 各団体 ２０，０００円 

 

２ 会員登録料 

  広島県登録料 １名 ２，０００円（日連会員登録料 1,000 円を含む。） 

 

３ 役員会費 

 ⑴ 会長・副会長・顧問・参与 １０，０００円 

 ⑵ 理事長・副理事長      ５，０００円 

 ⑶ 常務理事・監事       ３，０００円 

 ⑷ 理事            ２，０００円 
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別紙２（第１４条関係） 

 

 

理事候補者の推薦並びに常務理事選出方法等について 

 

１ 理事候補者の推薦について 

 ⑴ 加盟団体は理事候補者推薦書により当該団体の候補者を推薦する。 

 ⑵ 規約第６条第１号に規定する加盟団体が推薦できる理事の人数は、下表のとおり、当

該団体の前年度会員登録人数の比例代表制とする。 

 ⑶ 規約第６条第２号から第６号に規定する加盟団体が推薦できる理事の人数は、１名と

する。 

 ⑷ 加盟団体が推薦できる理事数の増減は、県連役員改選年とする。 

 

 

       比 例 代 表 制 理 事 数  

                     

 
登録人数 理事人数 

 

 

０～１００ 

 

１０１～２００ 

  

２０１～３００ 

 

３０１～４００ 

 

４０１～      

 

 

１名 

 

２名 

  

３名 

 

４名 

 

５名 

 

 

２ 常務理事の選出方法について 

 ⑴ 常務理事の人数は若干名とする。 

 ⑵ 加盟団体推薦理事及び会長推薦理事から選出する。 

 ⑶ 地域を考慮して選出する。 

 ⑷ 登録人数に比例して選出する。 

 

３ 各委員会の委員選出について 

 ⑴ 委員は理事でなくても会員の中から選出することができる。 
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別紙３（第２２条関係） 

 

 

役員が本連盟の理事会・事業等に出席する場合、旅費を支給することができる。 

旅費は住所地の最寄のＪＲ駅から開催地のＪＲ駅までのＪＲ料金により算出を原則とする。 

ただし、ＪＲを利用することが明らかに困難な場合は、バスなどの公共交通機関又はガソ

リン代や高速道路通行料金等により算定する。 

1,000 円未満の料金は切り上げとする。 

ＪＲ料金が改訂になった場合は、逐次改正し対応するものとする。 

 

【開催地を広島市に想定した場合の例】 

区 分 現行ＪＲ料金 旅費金額 

広島市 ― 1,000 円 

廿日市市 660 円 1,000 円 

呉市 1,020 円 2,000 円 

東広島市 1,180 円 2,000 円 

大竹市 1,360 円 2,000 円 

三次市 2,680 円 3,000 円 

竹原市 2,340 円 3,000 円 

三原市 7,260 円 8,000 円 

尾道市 7,620 円 8,000 円 

福山市 10,500 円 11,000 円 

府中市 11,160 円 12,000 円 

因島市 9,240 円 10,000 円 

海田町   400 円 1,000 円 

熊野町 1,180 円 2,000 円 

東城町 ― 11,000 円 

安芸津町 1,980 円 2,000 円 

河内町 2,080 円 3,000 円 

庄原市西城町 ― 9,000 円 

北広島町 ― 4,000 円 

岩国市 1,540 円 2,000 円 

 

 


